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はじめに　

戦前期における官僚や官僚制に関する個別研究は枚

挙に暇がないほど存在するが1）、管見の限りでは、官

僚出身の大臣の全体像を論じた研究は見当たらず、官

僚出身の大臣の総数、出身官庁、包含状態についても

詳らかにはされていない2）3）。本稿は計量的分析を研

究手法として用いて、官僚出身の大臣を経歴や所属か

ら分析し直すという作業を行い4）、戦前期の内閣にお

ける官僚出身の大臣の総数や出身官庁を明らかにした

上で、その包含状態と時期的変化について考察し、官

僚出身の大臣の特質を捉え、戦前内閣史の時期区分に

若干の考察を加えることを課題とする。

１、用語の定義

初めに考察の対象となる戦前期の内閣を限定する。

本稿では第一次伊藤内閣から東久邇宮内閣に至る 44

代の内閣を対象とし、これらを「戦前内閣」と呼ぶこ

ととする。

次に「大臣」は内閣総理大臣、各省大臣、班列、無

任所大臣とし、内閣書記官長や法制局長官などは大臣

を兼任する場合を除き、親任官待遇を受けている場合

でも「大臣」とは数えない。

さらに「官僚」は「各官庁の文官で勅任官 ･ 奏任官

であった者」とする。勅任官･奏任官･判任官の区別は、

官吏の身分を表す等級である官等が、慶応 4（1868）

年閏 4 月 21 日の政体書発布により規定されたことに

伴い5）、同年 5 月 24 日には一等官から三等官までを

勅授官、四等官から五等官までを奏授官、六等官から

九等官までを判授官と定められたため6）、これ以降に

官職に就任した者を「官僚」であるか否かの判断をす

る対象とした。明治 19（1886）年 3 月 17 日の高等

官官等俸給令の発布により規定された親任官は、広義

の勅任官に分類されるが7）、本稿では狭義の勅任官を

勅任官の定義として採用し8）、親任官を勅任官として

は数えない。同令の発布以前には親任官は存在しない

が、後年の親任官に相当すると考えられる一等官以上

の官職、職員令体制下の従一位から正三位の官職のみ

に就任した者も「官僚」の範疇から除外した9）。

ここで、文武官の区別についても確認しておく必要

もあるだろう。国の官吏のうち、武官とは陸海軍の下

士官以上を指し、文官とは武官以外の国の官吏を指す。

宮内官は国の官吏には含まれない10）。ただし、国の官

吏が充当される官職には、文官が充当される文官職と

武官が充当される武官職が存在し、武官が文官職に就

任した場合には文官を兼ねる武官となるが、武官が充

当される特殊な文官職に武官が就任した場合は「官僚」

の範疇から除外した11）。また、軍に後年の階級が定め

られたのが明治２～３（1869 ～ 1870）年であるた

め12）、それ以前の文武官の区別が問題となるが、後に

陸海軍の下士官以上になった者を武官、それ以外の者

を文官として扱う。

文官の任用に資格任用が導入されるまでは、官職へ

の就任は原則的に自由任用であったため、「各官庁の文

官で勅任官 ･ 奏任官であった者」を全て「官僚」とし

て扱わざるを得ないが、資格任用が導入された後は13）、

自由任用の官職のみに就任した者を「官僚」とは看做

さない。また、諸藩の官職、臨時に設置された官職、

祭主 ･ 宮司、郡長 ･ 区長、「参与」・「被仰付事務官」、

審議会、調査会、委員会、審査会などの委員や幹事、

待遇官吏のみに就任した者も「官僚」とは看做さない。

なお、本稿では「大臣」の経歴に着目して、「官僚」

であるか否かの判断を行うが、対象とする経歴は「大

臣」に就任するまでとした14）。

最後に「官僚」との関連で言及する用語についても

定義しておく。「軍人」は「陸海軍の武官で将官 ･ 佐

官 ･ 尉官及びその相当官の階級を保持した者」、「党員」

は「政社認定を受けた政党に党籍を置いた者」、「議

員」は「帝国議会の貴族院 ･ 衆議院に議席を有した者」

とし、「官僚」と「軍人」を総称して「官吏」とする。

また、次官職の対象は「官僚」の場合には陸海軍を除

いた中央行政官庁の次官ポスト、「軍人」の場合には

陸海軍の中央行政官庁の次官ポストと軍令機関の次長
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ポスト、「官吏」の場合には中央行政官庁の次官ポス

トと軍令機関の次長ポストとする。

２、官僚出身大臣の概要

本節では官僚出身の大臣の概要をまとめる。【表 1】

は上述の基準で「戦前内閣」の「大臣」を内閣別に「延

人数」で列挙し15）、それを「官僚」、「軍人」、「党員」、

「議員」別に分類し、「大臣」就任以前における「官僚」

と「軍人」の経歴上の到達点を次官職、勅任官、奏任

官で分類した上で、それらを各項目で合計し、「大臣」

の総数に対する「大臣」の人数を元に、百分率の割合

（以下、占有率と呼ぶ）を算出したものである。以下、

【表 1】を中心に考察を進めていく。

｢戦前内閣｣ の「大臣」のうち、「官僚」は全体の 6

割以上を占めており、勅任官に限定した場合でも全体

の半数以上に及ぶことが分かる。「官吏」は全体の８割、

勅任官に限定しても７割を超えている。また、軍部大

臣を独占した「軍人」と比べ、「官僚」は約 2.0 倍の

人数を占めており、「官僚」と「軍人」は 2 対 1 程度

の比率になっている。これを勅任官に限定した場合、

「官僚」は「軍人」の約 1.8 倍、奏任官に限定した場

合、「官僚」は「軍人」の約 4.8 倍の人数を占めている。

さらに、「官僚」、「軍人」、「官吏」には奏任官に比べ、

勅任官が圧倒的に多く、勅任官には次官職に就任した

者が半数以上にも及ぶ。以上のことから、「戦前内閣」

の「大臣」の大部分は、次官職に就任した者を中心に、

「大臣」就任以前に勅任官まで到達していた「官僚」と

「軍人」により構成されており、その中でも「官僚」出

身の「大臣」は突出して大きな割合を占めていたとい

える。このような傾向は、「戦前内閣」の人的構成の特

徴を表すとしても差し支えはないだろう。

「大臣」在任中に「党員」であった「大臣」は約３割、

在任中は「党員」ではなかったが在任以前に「党員」

であった「大臣」は１割弱、在任以前から在任中まで

に「党員」であった「大臣」は４割弱に及ぶ。在任中

に「党員」であった「大臣」のうち、「官僚」は６割強、

勅任官は４割強、奏任官は２割弱を占めており、全「大

臣」を対象とした場合に比べ、「官僚」の占有率は勅

任官で１割程度減少し、奏任官で１割程度増加したが、

全体的には大差はない。また、服役身分が現役のまま

では政党に入党することができない「軍人」と比べ、

「官僚」は約 7.7 倍の人数を占めており、「官僚」と「軍

人」は 7.7 対１程度の比率まで格差を広げている。こ

れを勅任官に限定した場合、「官僚」は「軍人」の約 8.2

倍、奏任官に限定した場合、「官僚」は「軍人」の約 6.6

倍の人数を占めている。全「大臣」を対象とした場合

に比べ、「官僚」と「軍人」の比率に格差が生じたものの、

「官僚」の占有率自体には大きな変化は見られないこと

から、「軍人」が比重を弱めたのに対し、「官僚」は比重

を維持したといえる。以上のことから、「戦前内閣」に

おいては「軍人」が「党員」との親和性が低いのに対し、

「官僚」は「党員」との親和性が高く、在任中に「党員」

であった「大臣」の大部分が、「大臣」就任以前に勅任

官まで到達していた者を中心とする「官僚」により構成

されており、官僚が戦前期の政党勢力を構成した主要な

職業集団であったことを理解できる16）。

「大臣」在任中に「議員」であった「大臣」は 5 割

強、貴族院議員は３割強、衆議院議員は２割弱に及び、

貴族院議員のうち、有爵議員は３割強、勅選議員は７

割弱に及び、勅選議員は有爵議員の倍以上存在してい

た。帝国学士院互選議員、多額納税者互選議員、朝鮮

･ 台湾勅任議員は存在しない。なお、内閣末期や「大

臣」辞任直前に勅任された勅選議員については予め省

いている。また、貴族院議員のうち、「官僚」は 8 割

弱、勅任官は７割強、奏任官は約５分、衆議院議員の

うち、「官僚」は５割強、勅任官 ･ 奏任官はともに３

割弱とほぼ拮抗している。貴族院議員の大部分は勅任

官により占められ、衆議院議員は半数以上が「官僚」

により占められているが、勅任官と奏任官が同数程度

存在していることが特徴的である。さらに、在任中

に「議員」であった「大臣」のうち、「官僚」は７割

程度、勅任官は６割弱、奏任官は１割強に及び17）、全

「大臣」を対象とした場合に比べ、「官僚」の占有率は

各項目で多少増加したものの、全体的には大差がない。

服役身分が現役のままでは被選挙権を有さない「軍人」

と比べ、「官僚」は約 7.5 倍の人数を占めており、「官

僚」と「軍人」は 7.5 対１程度の比率まで格差を広げ

たままである18）。これを勅任官に限定した場合、「官僚」

は「軍人」の約 9.0 倍、奏任官に限定した場合、「官

僚」は「軍人」の約 4.2 倍の人数を占めている。全「大

臣」を対象とした場合に比べ、「官僚」と「軍人」が

占める比率に変化が生じたものの、「官僚」の占有率

自体には大きな変化は見られないことから、在任中に

「党員」であった「大臣」と同様に、「軍人」が比重を

弱めたのに対し、「官僚」は比重を維持したといえる。

以上のことから、「戦前内閣」においては「軍人」が「議員」

との親和性が低いのに対し、「官僚」は「議員」との親

和性が高く、在任中に「議員」であった「大臣」の大

部分は、「大臣」就任以前に勅任官まで到達していた者
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【表１】戦前全内閣の官僚 ･ 軍人出身大臣（延人数表）

大臣

官吏 官僚 軍人 党員 党員 ･ 官吏 党員 ･ 官僚 党員 ･ 軍人

官吏 次官 勅任 奏任 官僚 次官 勅任 奏任 軍人 次官 勅任 奏任 党員 a 党員 b 党員 c 官吏 勅任 奏任 官僚 勅任 奏任 軍人 勅任 奏任

合計 764 649 385 595 54 486 248 423 63 240 145 227 13 234 53 287 161 119 42 147 107 40 19 13 6

％ 100 84.9 50.3 77.8 7 63.6 32.4 55.3 8.2 31.4 18.9 29.7 1.7 30.6 6.9 37.5 21 15.5 5.4 19.2 14 5.2 2.4 1.7 0.7

− − − − − − − − − − − − − 100 − − 68.8 50.8 17.9 62.8 45.7 17 8.1 5.5 2.5

議会

議員 議員 ･ 官吏 議員 ･ 官僚 議員 ･ 軍人 貴院 ･ 官吏 貴院 ･ 官僚 貴院 ･ 軍人 衆院 ･ 官吏 衆院 ･ 官僚 衆院 ･ 軍人

議員 貴院 皇族 公侯 伯子男 勅選 衆院 官吏 勅任 奏任 官僚 勅任 奏任 軍人 勅任 奏任 官吏 勅任 奏任 官僚 勅任 奏任 軍人 勅任 奏任 官吏 勅任 奏任 官僚 勅任 奏任 軍人 勅任 奏任

合計 726 391 251 2 47 36 166 142 287 240 47 272 225 47 36 25 11 212 202 10 199 187 12 32 25 7 77 40 37 75 40 35 4 0 4

％ 100 53.8 34.5 0.2 6.4 4.9 22.8 19.5 39.5 33 6.4 37.4 30.9 6.4 4.9 3.4 1.5 29.2 27.8 1.3 27.4 25.7 1.6 4.4 3.4 0.9 10.6 5.5 5 10.3 5.5 4.8 0.5 0 0.5

− 100 100 − − − − 100 73.4 61.3 12 69.5 57.5 12 9.2 6.3 2.8 84.4 80.4 3.9 79.2 74.5 4.7 12.7 9.9 2.7 54.2 28.1 26 52.8 28.1 24.6 2.8 0 2.8

合計は分類された大臣の人数を示す。議会とは議会開設以降の大臣の総数を示す。
党員 a は「大臣」在任中に「党員」であった「大臣」。党員 b は「大臣」在任中は「党員」ではなかったが、在任以前に「党員」であった「大臣」。
党員 c は「大臣」在任以前から在任中までに「党員」であった「大臣」。
上段の％は大臣の総数を母集団としたものである。下段の％は党員 a、議員、貴族院議員、衆議院議員を母集団としたものである。

【表２】官僚出身大臣の出身官庁
官庁名 官僚 次官 勅任 奏任 官庁名 官僚 次官 勅任 奏任 官庁名 官僚 次官 勅任 奏任 官庁名 官僚 次官 勅任 奏任

内閣 42 − 30 12 内閣情報部 0 − 0 0 農商省 0 0 0 0 行政裁判所 8 − 4 4

内閣 ･ 内閣官房 17 − 12 5 情報局 0 − 0 0 軍需省 0 0 0 0 警視庁 7 − 4 3

法制局 17 − 10 7 技術院 0 − 0 0 逓信省 15 6 12 3 府県 61 − 40 21

会計検査院 0 − 0 0 逓信院 0 − 0 0 鉄道省 1 1 1 0 韓国統監府 4 − 2 2

鉄道局 1 − 0 1 外務省 43 15 38 5 運輸通信省 1 0 1 0 朝鮮総督府 5 − 3 2

鉄道院 4 − 2 2 内務省 44 19 35 9 運輸省 0 0 0 0 台湾総督府 9 − 6 3

資源局 0 − 0 0 大蔵省 30 15 22 8 拓殖務省 1 1 1 0 関東都督府 2 − 0 2

対満事務局 1 − 1 0 陸軍省 4 0 1 3 拓務省 1 1 1 0 関東庁 2 − 0 2

興亜院 2 − 2 0 海軍省 2 0 2 2 大東亜省 0 0 0 0 関東局 1 − 1 0

内閣調査局 3 − 2 1 司法省 ･ 裁判所 25 10 18 7 厚生省 3 2 3 0 樺太庁 1 − 1 0

企画庁 1 − 1 0 文部省 25 8 19 6 枢密院 4 − 3 1 南洋庁 0 − 0 0

企画院 3 − 2 1 農商務省 19 5 8 11 貴族院事務局 1 − 1 0 内務省所管 63 19 50 13

綜合計画局 0 − 0 0 農林省 2 2 2 0 衆議院事務局 4 − 2 2 農商務省系統 19 9 13 6

総力戦研究所 0 − 0 0 商工省 3 2 3 0 会計検査院 1 − 1 0 逓信省系統 18 7 15 3

司法省には裁判所を含めた。府県には北海道庁と東京都を含めた。
内務省所管は内務省、警視庁、府県の官僚を合計したたものである。
農商務省系統は農商務省、農林省、商工省、農商省、軍需省の官僚を合計したものである。
逓信省系統は逓信省、鉄道院、鉄道省、運輸通信省、運輸省、逓信院の官僚を合計したものである。

【表３】大臣職別官僚出身大臣の占有率
大臣（人） 占有率（％）

大臣

官僚 同省出身者 軍人 官吏

大臣

官僚 同省出身者 軍人 官吏

総数 次官 勅任 奏任 総数 次官 勅任 奏任 総数 次官 勅任 奏任 総数 次官 勅任 奏任 総数 次官 勅任 奏任 総数 次官 勅任 奏任 総数 次官 勅任 奏任 総数 次官 勅任 奏任

内閣総理大臣 44 26 15 21 5 − − − − 20 14 20 0 41 29 39 2 100 59 34 47.7 11.3 − − − − 45.4 31.8 45.4 0 93.1 65.9 88.6 4.5

外務大臣 78 66 37 62 4 53 29 53 0 16 13 16 0 77 50 76 1 100 84.6 47.4 79.4 5.1 67.9 37.1 67.9 0 20.5 16.6 20.5 0 98.7 64.1 97.4 1.2

内務大臣 71 60 33 58 2 27 14 25 2 15 12 13 2 67 45 66 1 100 84.5 46.4 81.6 2.8 38 19.7 35.2 2.8 21.1 16.9 18.3 2.8 94.3 63.3 92.9 1.4

大蔵大臣 58 47 30 34 13 32 30 31 1 2 2 2 0 48 32 36 12 100 81 51.7 58.6 22.4 55.1 51.7 53.4 1.7 3.4 3.4 3.4 0 82.7 55.1 62 20.6

司法大臣 60 50 26 43 7 30 15 26 4 6 2 6 0 51 28 44 7 100 83.3 43.3 71.6 11.6 50 25 43.3 6.6 10 3.3 10 0 85 46.6 73.3 11.6

文部大臣 75 59 29 53 6 20 10 18 2 12 7 12 0 65 35 60 5 100 78.6 38.6 70.6 8 26.6 13.3 24 2.6 16 9.3 16 0 86.6 46.6 80 6.6

農商務大臣 40 32 17 30 2 4 2 2 2 10 2 7 3 35 19 32 3 100 80 42.5 75 5 10 5 5 5 25 5 17.5 7.5 87.5 47.5 80 7.5

農林大臣 25 13 4 8 5 4 4 4 0 4 0 1 3 14 4 9 5 100 52 16 32 20 16 16 16 0 16 0 4 12 56 16 36 20

商工大臣 26 12 4 9 3 2 2 2 0 6 3 5 1 17 7 13 4 100 46.1 15.3 34.6 11.5 7.6 7.6 7.6 0 23 11.5 19.2 3.8 65.3 26.9 50 15.3

農商大臣 5 3 1 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3 1 2 1 100 60 20 40 20 0 0 0 0 0 0 0 0 60 20 40 20

軍需大臣 5 2 0 2 0 0 0 0 0 3 2 2 1 4 2 3 1 100 40 0 40 0 0 0 0 0 60 40 40 20 80 40 60 20

逓信大臣 58 35 20 30 5 6 2 4 2 7 1 5 2 38 21 32 6 100 60.3 34.4 51.7 8.6 10.3 3.4 6.8 3.4 12 1.7 8.6 3.4 65.5 36.2 55.1 10.3

鉄道大臣 28 14 3 12 2 1 1 1 0 3 0 2 1 17 3 14 3 100 50 10.7 42.8 7.1 3.5 3.5 3.5 0 10.7 0 7.1 3.5 60.7 10.7 50 10.7

運輸通信大臣 5 2 1 1 1 0 0 0 0 1 1 1 0 3 2 2 1 100 40 20 20 20 0 0 0 0 20 20 20 0 60 40 40 20

運輸大臣 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

拓殖務大臣 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 2 0 2 0 100 0 0 0 0 0 0 0 0 100 0 100 0 100 0 100 0

拓務大臣 23 11 5 9 2 0 0 0 0 7 6 6 1 17 11 15 2 100 47.8 21.7 39.1 8.6 0 0 0 0 30.4 26 26 4.3 73.9 47.8 65.2 8.6

大東亜大臣 5 4 2 4 0 0 0 0 0 1 1 1 0 5 3 5 0 100 80 40 80 0 0 0 0 0 20 20 20 0 100 60 100 0

厚生大臣 13 9 4 8 1 3 3 3 0 2 0 2 0 11 4 10 1 100 69.2 30.7 61.5 7.6 23 23 23 0 15.3 0 15.3 0 84.6 30.7 76.9 7.6

班列 ･ 国務大臣 36 23 11 20 3 − − − − 13 4 13 0 29 15 26 3 100 63.8 30.5 55.5 8.3 − − − − 36.1 11.1 36.1 0 80.5 41.6 72.2 8.3

内務省所管 71 − − − − 30 14 29 1 − − − − − − − − 100 − − − − 42.2 19.7 40.8 1.4 − − − − − − − −

農商務省系統 95 57 26 49 8 13 9 9 4 21 6 14 7 67 32 57 10 100 60 27.3 51.5 8.4 13.6 9.4 9.4 4.2 22.1 6.3 14.7 7.3 70.5 33.6 60 10.5

逓信省系統 91 50 23 42 8 13 5 11 2 11 2 8 3 57 25 47 10 100 54.9 25.2 46.1 8.7 14.2 5.4 12 2.1 12 2.1 8.7 3.2 62.6 27.4 51.6 10.9
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を中心とする「官僚」により構成されており、官僚が

戦前期の行政府と立法府の円滑的運営を担う重要な位

置を占めた職業集団であったことが理解できる。

３、各官庁の官僚出身大臣

本節では各官庁の官僚出身の大臣について考察する。

【表２】は「戦前内閣」の「大臣」のうち、｢官僚｣ を

出身官庁別に「実人数」で列挙し、「大臣」就任以前に

おける出身官庁内での「官僚」の到達点を次官職、勅

任官、奏任官で分類したものである。「官僚」を出身官

庁別に分類する基準については、特定の官庁で「官僚」

が官職に就任した経験を有していれば、その官庁を「官

僚」の出身官庁として扱った。以下、【表２】を中心に

考察を進めていく。

内閣制度下の官庁を対象にした場合、内閣と府県を

除くと、「大臣」を最も多く輩出している官庁は内務

省であった。次いで、外務省、大蔵省、司法省、文部省、

農商務省、逓信省、台湾総督府、行政裁判所、警視庁、

朝鮮総督府と続く19）。勅任官に限定した場合、外務省、

内務省、大蔵省、文部省、司法省、逓信省、農商務省

と続き、各官庁の幹部級の高級官僚を対象としても、

上位を占める官庁にはあまり変動がなかった。官庁別

に比較すると、明治一桁代に創設された古参官庁が上

位を占めており、設置年数の浅い新設官庁は、下位を

占めていることを確認できる。

ただし、内務省は地方行政や警察行政など多岐にわ

たる行政分野を所管しており、府県や警視庁と人材を

共有していた。内務省と府県や警視庁の「官僚」を合

わせると、官庁の中では内務省が圧倒的に多くの「大

臣」を輩出していたことを認められる。また、内閣も

多くの「大臣」を輩出しているが、内閣 ･ 内閣官房と

法制局が際立って多く、その大半が内閣の両番頭と呼

ばれ、内閣と運命を共にすることが多かった内閣書記

官長と法制局長官20）により構成されていた。さらに、

農商務省 ･ 逓信省の両系統の官庁は分離 ･ 統廃合を繰

り返しており、後身官庁は前身官庁の官僚を中心に組

織されていた。同系統に属する官庁の「官僚」を合わ

せると、両系統の官庁とも「官僚」の数が多少増えた

ものの、前述の結果に大きく影響を与えるほどのもの

ではなかった。

【表３】は「戦前内閣」の「大臣」のうち、「官僚」、

「軍人」、「官吏」、出身官庁の大臣職に就任した「官僚」

（以下、「同省出身者」と呼び、出身官庁ではない官庁

の大臣職に就任した「官僚」を「他省出身者」と呼ぶ）

を大臣職別に「延人数」で列挙し、「大臣」就任以前

における「官僚」と「軍人」の到達点と、出身官庁内

での「同省出身者」の到達点を、次官職、勅任官、奏

任官で分類した上で、占有率を算出したものである。

以下、【表３】を中心に考察を進めていく。

「官僚」を対象にした場合、外相、内相、蔵相、法

相、文相、農商務相は８割前後、逓相、厚相は６割以

上、農相、商相、鉄相、拓相は５割前後を「官僚」が

占めている。勅任官に限定した場合、外相、内相、法

相、文相、農商務相は７割以上、蔵相、厚相は６割前

後、逓相は５割程度、鉄相、拓相は４割前後、農相、

商相は３割以上を「官僚」が占めている。大臣職別に

比較すると、古参官庁の大臣職は「官僚」の占有率が

８割前後、勅任官の占有率も、蔵相を除き、７割を超

えており、新設官庁の大臣職はこれを上回ることはな

く、古参官庁の大臣職は「官僚」の占有率が全般的に

高く、新設官庁の大臣職は「官僚」の占有率が全般的

に低いという傾向にあった。他の古参官庁の大臣職と

比べ、蔵相は勅任官の占有率が低いのに対し、奏任官

の占有率が高いが、これは「他省出身者」で「官僚」

の経歴を奏任官で終えた「大臣」が数度にわたり、蔵

相に就任したことが影響している。

「同省出身者」を対象にした場合、外相は７割弱、

蔵相、法相は５割以上、内相は４割弱、文相、厚相は

２割以上、農商務相、農相、逓相は１割以上、商相、

鉄相は１割以下を「官僚」が占めており、大臣職で「官

僚」の占有率にかなりの差が生じている。勅任官に限

定した場合、外相は７割弱、蔵相は５割強、法相は４

割強、内相は３割強、文相、厚相は２割以上、農相は

１割強、農商務相、商相、逓相、鉄相は１割以下を「官

僚」が占めており、全「同省出身者」を対象とした場

合と大差がない。これは「同省出身者」の大部分が勅

任官であったことを示しており、「戦前内閣」では勅

任官まで到達した「同省出身者」が出身官庁の大臣職

に就任する傾向にあったといえる21）22）。

「官僚」と「同省出身者」を比較した場合に、「官

僚」と「同省出身者」の占有率の差が小さいことは、

「同省出身者」が出身官庁の大臣職に就任する事例が

多かったことを示しており、「官僚」と「同省出身者」

の占有率の差が大きいことは、「他省出身者」が出身

官庁ではない大臣職に就任する事例が多かったことを

示している。「官僚」と「同省出身者」の占有率に、

外相は２割弱、蔵相、法相は３割前後、農相、商相は

４割弱、内相、文相、逓相、鉄相、拓相、厚相は５割

前後、農商務相は７割程度の差が生じており、勅任官
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【表４】戦前各内閣の官僚 ･ 軍人出身の大臣（延人数表）
大臣（人） 占有率（％）

大臣

官吏 官僚 軍人

党員 a

党員 ･ 官僚

議会 議員

議員 ･ 官僚

大臣

官吏 官僚 軍人

党員 a

党員 ･ 官僚

議会 議員

議員 ･ 官僚

官吏 勅任 官僚 勅任 軍人 勅任 官僚 勅任 官僚 勅任 官吏 勅任 官僚 勅任 軍人 勅任 官僚 勅任 官僚 勅任

伊藤Ⅰ 17 17 17 14 14 10 10 0 0 0 − − − − 100 100 100 82.3 82.3 58.8 58.8 0 0 0 − − − −

黒田 17 16 16 15 15 9 9 0 0 0 − − − − 100 94.1 94.1 88.2 88.2 52.9 52.9 0 0 0 − − − −

山県Ⅰ 16 16 16 14 14 8 8 0 0 0 12 4 4 4 100 100 100 87.5 87.5 50 50 0 0 0 100 33.3 33.3 33.3

松方Ⅰ 22 22 22 21 21 6 6 0 0 0 22 6 6 6 100 100 100 95.4 95.4 27.2 27.2 0 0 0 100 27.2 27.2 27.2

伊藤Ⅱ 29 29 29 25 25 10 10 0 0 0 29 8 8 8 100 100 100 86.2 86.2 34.4 34.4 0 0 0 100 27.5 27.5 27.5

松方Ⅱ 22 22 22 20 20 7 7 2 2 2 22 9 9 9 100 100 100 90.9 90.9 31.8 31.8 9 9 9 100 40.9 40.9 40.9

伊藤Ⅲ 13 13 13 13 12 3 3 0 0 0 13 7 7 7 100 100 100 100 92.3 23 23 0 0 0 100 53.8 53.8 53.8

大隈Ⅰ 11 10 5 10 4 2 2 9 8 3 11 7 6 1 100 90.9 45.4 90.9 36.3 18.1 18.1 81.8 72.7 27.2 100 63.6 54.5 9

山県Ⅱ 10 10 10 8 7 5 5 0 0 0 10 3 2 2 100 100 100 80 70 50 50 0 0 0 100 30 20 20

伊藤Ⅳ 14 14 11 12 8 3 3 10 10 7 14 7 7 5 100 100 78.5 85.7 57.1 21.4 21.4 71.4 71.4 50 100 50 50 35.7

桂Ⅰ 25 25 25 20 15 11 10 0 0 0 25 12 12 12 100 100 100 80 60 44 40 0 0 0 100 48 48 48

西園寺Ⅰ 18 17 15 15 13 2 2 8 8 6 18 11 10 8 100 94.4 83.3 83.3 72.2 11.1 11.1 44.4 44.4 33.3 100 61.1 55.5 44.4

桂Ⅱ 12 12 12 9 7 6 5 0 0 0 12 9 9 7 100 100 100 75 58.3 50 41.6 0 0 0 100 75 75 58.3

西園寺Ⅱ 13 11 10 8 7 3 3 4 3 2 13 5 3 2 100 84.6 76.9 61.5 53.8 23 23 30.7 23 15.3 100 38.4 23 15.3

桂Ⅲ 11 11 11 9 7 5 4 0 0 0 11 7 7 5 100 100 100 81.8 63.6 45.4 36.3 0 0 0 100 63.6 63.6 45.4

山本Ⅰ 13 10 8 6 4 4 4 8 5 3 13 8 5 3 100 76.9 61.5 46.1 30.7 30.7 30.7 61.5 38.4 23 100 61.5 38.4 23

大隈Ⅱ 21 16 15 12 11 6 4 8 4 4 21 15 10 9 100 76.1 71.4 57.1 52.3 28.5 19 38 19 19 100 71.4 47.6 42.8

寺内 14 14 14 9 9 5 5 0 0 0 14 7 7 7 100 100 100 64.2 64.2 35.7 35.7 0 0 0 100 50 50 50

原 13 9 8 6 5 3 3 8 5 4 13 9 5 4 100 69.2 61.5 46.1 38.4 23 23 61.5 38.4 30.7 100 69.2 38.4 30.7

高橋 11 7 5 5 3 2 2 7 4 2 11 8 4 2 100 63.6 45.4 45.4 27.2 18.1 18.1 63.6 36.3 18.1 100 72.7 36.3 18.1

加藤友 12 10 9 5 5 5 4 0 0 0 12 7 4 4 100 83.3 75 41.6 41.6 41.6 33.3 0 0 0 100 58.3 33.3 33.3

山本Ⅱ 15 14 12 10 8 4 4 2 2 0 15 8 8 6 100 93.3 80 66.6 53.3 26.6 26.6 13.3 13.3 0 100 53.3 53.3 40

清浦 11 10 9 7 7 3 2 0 0 0 11 7 5 5 100 90.9 81.8 63.6 63.6 27.2 18.1 0 0 0 100 63.6 45.4 45.4

加藤Ⅰ 16 11 8 9 6 2 2 12 7 4 16 12 7 4 100 68.7 50 56.2 37.5 12.5 12.5 75 43.7 25 100 75 43.7 25

加藤Ⅱ 12 10 9 8 7 2 2 8 6 5 12 8 6 5 100 83.3 75 66.6 58.3 16.6 16.6 66.6 50 41.6 100 66.6 50 41.6

若槻Ⅰ 18 13 11 11 9 2 2 13 8 6 18 16 11 9 100 72.2 61.1 61.1 50 11.1 11.1 72.2 44.4 33.3 100 88.8 61.1 50

田中 19 15 10 9 4 6 6 15 7 3 19 16 8 4 100 78.9 52.6 47.3 21 31.5 31.5 78.9 36.8 15.7 100 84.2 42.1 21

浜口 16 10 10 6 6 4 4 10 5 5 16 12 6 6 100 62.5 62.5 37.5 37.5 25 25 62.5 31.2 31.2 100 75 37.5 37.5

若槻Ⅱ 15 9 7 7 5 2 2 11 6 4 15 13 7 5 100 60 46.6 46.6 33.3 13.3 13.3 73.3 40 26.6 100 86.6 46.6 33.3

犬養 17 15 9 13 7 2 2 14 12 6 17 13 11 6 100 88.2 52.9 76.4 41.1 11.7 11.7 82.3 70.5 35.2 100 76.4 64.7 35.2

斎藤 19 15 13 8 6 7 7 5 2 0 19 9 5 4 100 78.9 68.4 42.1 31.5 36.8 36.8 26.3 10.5 0 100 47.3 26.3 21

岡田 20 15 14 9 8 6 6 7 2 2 20 10 5 5 100 75 70 45 40 30 30 35 10 10 100 50 25 25

広田 16 12 12 10 10 2 2 5 2 2 16 10 6 6 100 75 75 62.5 62.5 12.5 12.5 31.2 12.5 12.5 100 62.5 37.5 37.5

林 16 14 14 6 6 8 8 0 0 0 16 3 3 3 100 87.5 87.5 37.5 37.5 50 50 0 0 0 100 18.7 18.7 18.7

近衛Ⅰ 26 19 17 11 10 8 7 2 0 0 26 13 7 6 100 73 65.3 42.3 38.4 30.7 26.9 7.6 0 0 100 50 26.9 23

平沼 17 14 14 10 10 4 4 2 0 0 17 7 4 4 100 82.3 82.3 58.8 58.8 23.5 23.5 11.7 0 0 100 41.1 23.5 23.5

阿部 18 14 13 7 6 7 7 3 0 0 18 12 6 5 100 77.7 72.2 38.8 33.3 38.8 38.8 16.6 0 0 100 66.6 33.3 27.7

米内 14 10 10 6 6 4 4 4 1 1 14 8 4 4 100 71.4 71.4 42.8 42.8 28.5 28.5 28.5 7.1 7.1 100 57.1 28.5 28.5

近衛Ⅱ 27 20 17 17 14 7 6 0 0 0 27 12 6 4 100 74 62.9 62.9 51.8 25.9 22.2 0 0 0 100 44.4 22.2 14.8

近衛Ⅲ 18 14 13 9 8 9 8 0 0 0 18 6 2 1 100 77.7 72.2 50 44.4 50 44.4 0 0 0 100 33.3 11.1 5.5

東条 38 36 34 29 27 16 14 30 23 21 38 15 14 13 100 94.7 89.4 76.3 71 42.1 36.8 78.9 60.5 55.2 100 39.4 36.8 34.2

小磯 23 18 18 13 13 5 5 19 11 11 23 12 7 7 100 78.2 78.2 56.5 56.5 21.7 21.7 82.6 47.8 47.8 100 52.1 30.4 30.4

鈴木 20 17 17 8 8 9 9 3 2 2 20 8 5 5 100 85 85 40 40 45 45 15 10 10 100 40 25 25

東久邇宮 19 13 11 7 6 6 5 5 2 2 19 12 4 3 100 68.4 57.8 36.8 31.5 31.5 26.3 26.3 10.5 10.5 100 63.1 21 15.7

合計 764 649 595 486 423 240 227 234 147 107 726 391 272 225 100 84.9 77.8 63.6 55.3 31.4 29.7 30.6 19.2 14 100 53.8 37.4 30.9

【表１】と同じ。

【表５】戦前内閣の官僚 ･ 軍人出身の大臣（延人数表 ･ 時期区分別）

宮崎区分

大臣（人） 占有率（％）

大臣

官吏 官僚 軍人

党員 a

党員 ･ 官僚

議会 議員

議員 ･ 官僚

大臣

官吏 官僚 軍人

党員 a

党員 ･ 官僚

議会 議員

議員 ･ 官僚

官吏 勅任 官僚 勅任 軍人 勅任 官僚 勅任 官僚 勅任 官吏 勅任 官僚 勅任 軍人 勅任 官僚 勅任 官僚 勅任

第Ⅰ期 157 155 150 140 132 60 60 11 10 5 119 44 42 37 100 98.7 95.5 89.1 84 38.2 38.2 7 6.3 3.1 100 36.9 35.2 31

第Ⅱ期 165 146 134 111 89 50 45 53 39 28 165 98 79 64 100 88.4 81.2 67.2 53.9 30.3 27.2 32.1 23.6 16.9 100 59.3 47.8 38.7

第Ⅲ期 151 117 94 85 64 32 30 85 53 33 151 112 73 54 100 77.4 62.2 56.2 42.3 21.1 19.8 56.2 35 21.8 100 74.1 48.3 35.7

第Ⅳ期 291 231 217 150 138 98 92 85 45 41 291 137 78 70 100 79.3 74.5 51.5 47.4 33.6 31.6 29.2 15.4 14 100 47 26.8 24

永井区分

大臣（人） 占有率（％）

大臣

官吏 官僚 軍人

党員 a

党員 ･ 官僚

議会 議員

議員 ･ 官僚

大臣

官吏 官僚 軍人

党員 a

党員 ･ 官僚

議会 議員

議員 ･ 官僚

官吏 勅任 官僚 勅任 軍人 勅任 官僚 勅任 官僚 勅任 官吏 勅任 官僚 勅任 軍人 勅任 官僚 勅任 官僚 勅任

第Ⅰ期 136 135 135 122 121 53 53 2 2 2 98 34 34 34 100 99.2 99.2 89.7 88.9 38.9 38.9 1.4 1.4 1.4 100 34.6 34.6 34.6

第Ⅱ期 177 156 143 116 94 55 49 53 39 28 177 105 83 68 100 88.1 80.7 65.5 53.1 31 27.6 29.9 22 15.8 100 59.3 46.8 38.4

第Ⅲ期 113 83 64 63 44 20 20 83 51 33 113 90 56 39 100 73.4 56.6 55.7 38.9 17.6 17.6 73.4 45.1 29.2 100 79.6 49.5 34.5

第Ⅳ期 291 231 217 150 138 98 92 85 45 41 291 137 78 70 100 79.3 74.5 51.5 47.4 33.6 31.6 29.2 15.4 14 100 47 26.8 24

【表１】と同じ。
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に限定した場合、蔵相は１割未満、外相は１割強、農

相が２割弱、法相、商相は３割弱、鉄相、拓相、厚相

は４割弱、内相、文相、逓相は５割弱、農商務相は７

割程度の差が生じている。古参官庁の大臣職のうち、

外相、蔵相は「同省出身者」が出身官庁の大臣職に就

任する傾向が強いのに対し、内相、文相は「同省出身

者」が出身官庁の大臣職に就任する傾向が弱く、法相

はその中間に位置しており、古参官庁の大臣職でも顕

著な差が認められる23）。

４、各内閣の官僚出身大臣

本節では各内閣の官僚出身の大臣について考察す

る。【表４】は【表１】の基礎データであり、各内閣

における「大臣」の包含状態を表しているが、紙幅の

関係上、一部を省略している。以下、【表４】を中心

に考察を進めていくが、本節では、官僚や軍人であっ

た経歴が「大臣」に至るまでの政治的資産の大部分を

占めていたと考えられる勅任官の「官僚」、「軍人」、「官

吏」に着目する。

勅任官の「官僚」、「軍人」、「官吏」の占有率は明治

中期から昭和初期にかけて減少傾向にあったが、政党

内閣期の終焉以降は増加傾向にあり、これとは逆に「党

員」、「議員」の占有率は明治中期から昭和初期にかけ

て増加傾向にあったが、政党内閣期の終焉以降は減少

傾向にあったことが認められる。また、官僚には軍部

大臣武官制のような制度的保障が存在しないにも関わ

らず、「戦前内閣」には必ず「官僚」が入閣しており、

ほとんどの内閣において「軍人」の数を上回っている。

さらに、政党内閣には必ず「官僚」が「党員」として

入閣しており、帝国議会開設以降の内閣には必ず「官僚」

が「議員」として入閣していることから、戦前期の内

閣では官僚が政党政治家や議会政治家の人的供給源と

しての役割を果たしていたことを改めて理解できる。

戦前史の時期区分法としては、宮崎隆次氏は戦前政

治史の政党勢力を主体とし24）、永井和氏は戦前内閣史

の軍人を主体として時期区分を行ったが25）、戦前史を

「藩閥内閣の時代」→「一九〇〇年体制の時代」→「政

党内閣の時代」→「十五年戦争の時代」のように 4

期に区分する方法は珍しくはない26）。【表５】は両氏

の時期区分に従い、【表４】の算出結果を合計したも

のであるが、紙幅の関係上、一部を省略している。以

下、【表５】を中心に考察を進めていく。

勅任官の「官僚」、「官吏」の占有率は高い順に第Ⅰ

期、第Ⅱ期、第Ⅳ期、第Ⅲ期、勅任官の「軍人」の占

有率は高い順に第Ⅰ期、第Ⅳ期、第Ⅱ期、第Ⅲ期とな

り、内閣が「官僚」、「軍人」、「官吏」を中心に構成さ

れる割合は「藩閥内閣の時代」から「政党内閣の時代」

に向け徐々に減少し、「十五年戦争の時代」で増加す

るという傾向にあった。これに対し、「党員」、「議員」

の占有率は高い順に第Ⅲ期、第Ⅱ期、第Ⅳ期、第Ⅰ期

となり、内閣が「党員」、「議員」を中心に構成される

割合は「藩閥内閣の時代」から「政党内閣の時代」に

向け徐々に増加し、「十五年戦争の時代」で減少する

という傾向にあった。これは【表４】の算出結果から

導き出した傾向を端的に示しており、「戦前内閣」にお

いては「官僚」、「軍人」、「官吏」と「党員」、「議員」は

相関関係にあったと考えられる。ただし、繰り返しにな

るが、「戦前内閣」では「官僚」は「党員」、「議員」を

構成する主要な職業集団であり、第Ⅲ期を除き、勅任官

の「官僚」が「党員」、「議員」の半数程度を占めている。

「戦前内閣」の形態を、「政党内閣」を「政党勢力が

構成主体である内閣」、「官僚内閣」を「官僚勢力 ･ 軍

部が構成主体である内閣」、「中間内閣」は「政党勢力

と官僚勢力 ･ 軍部が構成主体である内閣」とした場合、

戦前内閣史で出現頻度が高い内閣の形態を時期別に表

すと27）、第Ⅰ期「官僚内閣」→第Ⅱ期「官僚内閣」「政

党内閣」→第Ⅲ期「政党内閣」→第Ⅳ期「中間内閣」

「官僚内閣」と変化していくものと考えられるが、上

述した傾向はこのような「戦前内閣」の時期的変遷と

もうまく符合している。このような形態の異なる内閣

においても、「官僚」は一定の占有率を保持している

ことから、官僚は政治勢力、権力基盤、政治的立場な

どを変えながらも、「戦前内閣」の時期的変化に対応し、

内閣を構成する人材を提供した職業集団であったとい

うことができるだろう。

おわりに

最後に本稿で明らかにした内容について確認する。

戦前期の内閣では、官僚出身の大臣は官僚政治家とし

てだけではなく、政党政治家や議会政治家など、質的

な変化を遂げながらも大臣の多数を占めていた。また、

官僚出身の大臣を多く輩出した出身官庁や官僚出身の

大臣に多数が占められた大臣職としては、外務省、内

務省、大蔵省などの明治一桁代に創設された古参官庁、

その大臣職が顕著であった。各内閣の官僚出身の大臣

の包含状態や時期的変化については、基礎的部分を

明らかにした上で、官僚は戦前期の内閣の時期的変遷

に対応し、内閣を構成する人材を提供した職業集団で
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七

あったと結論付けた。ただし、分析結果を政治史的に

いかに位置付けるべきかという課題が残されており、

実際の政治過程を検討しながら、計量的分析の結果を

論じる重要性を指摘しておきたい。
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25）永井前掲書第一部第二章。

26）坂野潤治氏によると、明治 33（1900）年前後に

山県閥と政友会という二大勢力が成立し、両者の

提携 ･ 協調により、「一九〇〇体制」という明治

国家の指導体制が確立したとされるが（坂野潤治

『明治憲法体制の確立』（東京大学出版会、1971

年）結語、同『明治国家の終焉 1900 年体制の崩壊』

（筑摩書房、2010 年）はしがき ･ はじめに、初版：

『大正政変』（ミネルヴァ書房、1982 年））、近年

においては内藤一成氏が「一九〇〇体制」論につ

いて、貴族院を考察にほとんど含めないまま構築

されたと疑問を呈しており、政党 ･ 藩閥 ･ 官僚 ･

軍部などの諸政治集団による対抗と提携に視点を

置いたため、内閣と議会を中心とする立憲政治本

来の姿を見えにくくしていると問題提起を行って

いる（内藤一成『貴族院と立憲政治』（思文閣出版、

2005 年）序論）。

27）「藩閥内閣」「超然内閣」「政党内閣」「中間内閣」「挙

国一致内閣」など、戦前期の内閣には多くの名称が

与えられているが、その多くはどのような政治勢力

が内閣の構成主体になっているかによって命名され

ることが多い。

九


